
資料４６ 災害救助法の救助の内容 

 

「災害救助法による救助の程度、方法及び期間」早見表 
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救助の種類 対   象 費 用 の 限 度 額 期   間 備    考 

避難所の設

置 

災害により現に

被害を受け、又は

受けるおそれの

ある者を収容す

る。 

（基本額） 

避難所設置費 

100 人 1 日当り 

   30,000 円以内 

（加算額） 

冬季 別に定める額を

加算 

  

高齢者等の要援護者等

を収容する「福祉避難所」

を設置した場合、当該地域

における通常の実費を支

出でき、上記を超える額を

加算できる。 

災害発生の日から 

7 日以内 

 

１ 費用は、避難所の設置、維

持及び管理のための賃金職員

等雇上費、消耗器材費、建物

等の使用謝金、借上費又は購

入費、光熱水費並びに仮設便

所等の設置費を含む。 

２ 避難に当たっての輸送費は

別途計上 

応急仮設住

宅の供与 

住家が全壊、全焼

又は流失し、居住

する住家がない

者であって、自ら

の資力では住宅

を得ることがで

きない者 

 

１ 規格 １戸当り平均

29.7 ㎡（9坪）を基準と

する。 

２  限度額  １戸当り 

2,385,000 円以内 

３ 同一敷地内等に概ね

５０戸以上設置した場

合は、集会等に利用する

ための施設を設置でき

る。(規模、費用は別に

定めるところによる) 

災害発生の日から  

20 日以内着工 

 

１ 平均 1 戸当り 29.7 ㎡、

2，385，000 円以内であればよ

い。 

２ 高齢者等の要援護者等を数

人以上収容する｢福祉仮設住

宅｣を設置できる。     

３ 給与期間 最高 2年以内 

４ 民間賃貸住宅の借り上げに

よる設置も対象とする。 

炊き出しそ

の他による

食品の給与 

１ 避難所に収

容された者 

２ 全半壊(焼)、

流失、床上浸水

で炊事できな

い者 

１人１日当り 

   1,010 円以内 

災害発生の日から 

７日以内 

  

食品給与のための総経費を延給

食日数で除した金額が限度額以

内であればよい。 

（１食は 1/3 日） 

飲料水の供

給 

現に飲料水を得

ることができな

い者（飲料水及び

炊事のための水

であること。） 

当該地域における通常の

実費 

災害発生の日から 

７日以内 

１ 輸送費、人件費は別途計上

  

１ 夏季（４月～９月）冬

季(１０月～３月)の季

別は災害発生の日をも

って決定する。 

２ 下記金額の範囲内  

災害発生の日から  

10 日以内 

１ 備蓄物資の価格は年度当初

の評価額 

２ 現物給付に限ること 

 

区  分 1 人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5 人世帯 

6 人以上 

1 人増す

ごとに加

算 

夏 17,300 22,000 32,700 39,100 49,600 7,200 全 壊 

全 焼 

流 失 冬 28,500 36,800 51,400 60,300 75,600 10,300 

夏 5,600 7,500 11,300 13,700 17,500 2,400 

被服、寝具

その他生活

必需品の給

与又は貸与 

全半壊(焼)、流

失、床上浸水等に

より、生活上必要

な被服、寝具、そ

の他生活必需品

を喪失、又は毀損

し、直ちに日常生

活を営むことが

困難な者 

 

半 壊 

半 焼 

床上浸水 冬 9,000 11,900 16,900 20,000 25,300 3,300 
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救助の種類 対   象 費 用 の 限 度 額 期   間 備    考 

医  療 

 

医者の途を失っ

た者 

（応急的処置） 

１ 救護班…使用した薬

剤、治療材料、医療器具

破損等の実費 

２ 病院又は診療所…国

民健康保険診療報酬の

額以内 

３ 施術者 

  協定料金の額以内 

災害発生の日から 

１４日以内 

  

患者等の移送費は、別途計上 

 

助  産 災害発生の日以

前又は以後７日

以内に分べんし

た者であって災

害のため助産の

途を失った者（出

産のみならず、死

産及び流産を含

み現に助産を要

する状態にある

者） 

１ 救護班等による場合

は、使用した衛生材料等

の実費 

２ 助産婦によるばあい

は、慣行料金も 100 分の

80 以内の額 

分べんした日から 

７日以内 

  

妊婦等の移送費は、別途計上 

被害にかか

った者の救

出 

１ 現に生命、身

体が危険な状

態にある者 

２ 生死不明な

状態にある者 

当該地域における通常の

実費 

災害発生の日から 

３日以内 

  

１ 期間内に生死が明らかにな

らない場合は、以後｢死体の捜

索｣として取り扱う。 

２ 輸送費、人件費は、別途計

上 

災害にかか

った住宅の

応急修理 

住家が半壊(焼)

し、自らの資力に

より応急修理が

できない者 

居室、炊事場及び便所等日

常生活に必要最小限度の

部分１世帯当り 

   510,000 円以内 

災害発生の日から 

１ヵ月以内 

 

学用品の給

与 

住家の全壊(焼) 

流失半壊(焼)又

は床上浸水によ

り学用品を喪失

又は毀損し、就学

上支障のある小

学校児童、中学校

生徒及び高等学

校等生徒。 

１ 教科書及び教科書以

外の教材で教育委員会

に届出又はその承認を

受けて使用している教

材、又は正規の授業で使

用している教材実費 

２ 文房具及び通学用品

は、１人当り次の金額以

内 

 小学生児童  4,100 円

 中学校生徒  4,400 円

 高等学校等生徒  4,800円

災害発生の日から 

(教科書) 

１ヵ月以内 

(文房具及び通学用

品) 

１５日以内 

 

 

 

 

１ 備蓄物資は評価額 

２ 入進学時の場合は個々の事

情に応じて支給する。 

 

埋  葬 災害の際死亡し

た者を対象にし

て実際に埋葬を

実施する者に支

給 

１体当り 

 大人(12 才以上) 

    193,000 円以内 

 小人(12 才未満) 

    154,400 円以内 

災害発生の日から

10 日以内 

災害発生の日以前に死亡した者

であっても対象となる。 

死体の捜索 行方不明の状態

にあり、かつ、四

囲の事情により

すでに死亡して

いると推定され

る者 

当該地域における通常の

実費 

災害発生の日から  

10 日以内 

 

１ 輸送費、人件費は、別途計

上 

２ 災害発生後 3 日を経過した

ものは一応死亡した者と推定

している。 



救助の種類 対   象 費 用 の 限 度 額 期   間 備    考 

死体の処理 災害の際死亡し

た者について、死

体に関する処理

(埋葬を除く。)を

する。 

(洗浄、消毒等) 

1 体当り 3,300 円以内 

 

   既存建物借上費

通常の実費 

   既存建物以外 

    1 体当り 

     5,000 円以内

   

救護班以外は 

慣行料金 

  

災害発生の日から

10 日以内 

 

１ 検案は原則として救護班 

２ 輸送費、人件費は、別途計

上 

３ 死体の一時保存にドライア

イスの購入費等が必要な場合

は当該地域における通常の実

費を加算できる。 

障害物の除

去 

居室、炊事場、玄

関等に障害物が

運びこまれてい

るため生活に支

障をきたしてい

る場合で自力で

は除去すること

のできない者 

1 世帯当り 

  137,000 円以内 

災害発生の日から  

10 日以内 

 

 

輸送費及び

賃金職員等

雇上費 

１ 被災者の避難 

２ 医療及び助産 

３ 被災者の救出 

４ 飲料水の供給 

５ 死体の捜索 

６ 死体の処理 

７ 救護用物資の

整理配分 

当該地域における通常の

実費 

救助の実施が認め

られる期間以内 

 

 
範 囲 費 用 の 限 度 額 期   間 備    考 

実 費 弁 償 災害救助法施行

令第１０条第1号

から第4号までに

規定する者 

1 人 1日当り 

医師、歯科医師 

     17,400 円以内 

薬剤師 

     11,900 円以内 

保健師、助産師、看護師 

     11,400 円以内 

土木技術、建築技術者 

     17,200 円以内 

大工、左官、トビ職 

     20,700 円以内 

救助の実施が認め

られる期間以内 

時間外勤務手当及び旅費は別途

に定める額 

（
一
時
保
存
） 

（
検
案
） 

※ この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は、厚生労働大臣に協議

し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 
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    資料４７ 局地、激甚災害指定基準 

                                                                             

４７－１  激甚災害指定基準 

※  昭和37年12月７日中央防災会議が決定した基準であり、国が特別の財政援助等の措置を行う必

要がある事業の種類別に次のように基準を定めている。 
 

激甚災害指定基準 適 用 す べ き 措 置 

激甚法２章３条 
～４条  
（公共土木施設 
災害復旧事業等 
に関する特別の 
財政援助） 

次のいずれかに該当する災害 
（Ａ基準） 
  事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当該年度の標準税
収入総額×100分の0.5 

（Ｂ基準） 
  事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当該年度の標準税
収入総額×100分の0.2 

  かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上あるもの
(1) 都道府県負担事業の事業費査定見込額＞当該都道府県の当該年
度の標準税収入総額×100分の25 

 (2) 一の都道府県内の市町村負担事業の事業費査定見込み総額＞当
該都道府県内全市町村の当該年度の標準税収入総額×100分の5 

 
激甚法５条（農 
地等の災害復旧
事業等に係る補
助の特別措置） 

   次のいずれかに該当する災害 
 （Ａ基準） 
   事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の0.5

 
激甚法５条（農 
地等の災害復旧
事業等に係る補
助の特別措置） 

（Ｂ基準） 
  事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の0.1
5かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上あるもの

(1) 一の都道府県内の事業費査定見込額＞当該都道府県の当該年度
の農業所得推定額×100分の４ 

(2) 一の都道府県内の事業費査定見込額＞10億円 
 
激甚法６条（農 
林水産業共同利
用施設災害復旧
事業費の補助特
例） 

  次の１及び２の要件に該当する災害。ただし当該施設に係る被害
見込額が5,000万円以下と認められる場合は除く 
(1) 激甚法第５条の措置が適用される激甚災害 
(2) 農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の1.5
であることにより激甚法８条の措置が適用される激甚災害 

 
激甚法８条（天 
災融資法の特例
 ） 

  次のいずれかに該当する災害。ただし、高潮、津波等特殊な原因
による激甚な災害であって、その災害の態様から次の基準によりが
たいと認められる場合は、災害の発生のつど被害の実情に応じて個
別に配慮 
（Ａ基準） 
  農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の0.5 
（Ｂ基準） 
  農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の0.15 
 かつ次の要件に該当する都道府県が１以上あるもの一の都道府県
内の該当被害に係る特別災害農業者数＞当該都道府県内の農業を
主業とする者の数×100分の３ 
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激甚災害指定基準 適 用 す べ き 措 置 
 
激甚法11条の２ 
（森林災害復旧
事業に対する補
助） 

  次のいずれかに該当する災害 
（Ａ基準） 
  林業被害見込額（樹木に係るものに限る。以下同じ）＞当該年度
の全国生産林業所得（木材生産部門）推定額×100分の５ 

（Ｂ基準） 
  林業被害見込額＞当該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）
推定額×100分の1.5かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府
県が１以上あるもの。 

(1) 一の都道府県内の林業被害見込額＞当該都道府県の当該年度の
生産林業所得（木材生産部門）推定額×100分の60 

(2) 一の都道府県内の林業被害見込額＞当該年度の全国生産林業所
得（木材生産部門）推定額×100分の１ 

激甚法12条（中 
小企業信用保険
法による災害関
係保証の特例等） 
 
同13条（中小企 
業近代化資金助
成法による災害
関係特例） 
 
同15条（中小企 
業近代化に対す
る資金の融通に
関する特例） 

  次のいずれかに該当する災害 
（Ａ基準） 
  中小企業関係被害額＞当該年度の全国中小企業所得推定額×100
分の0.2 

（Ｂ基準） 
  中小企業関係被害額＞当該年度の全国中小企業所得推定額×100
分の0.06かつ次の要件に該当する都道府県が１以上あるもの一の
都道府県内の該当被害に係る中小企業関係被害額＞当該年度の当
該都道府県の中小企業所得推定額×100分の２ 

  ただし、火災の場合又は激甚法12条の適用がある場合の全国中小
企業所得推定額に対する中小企業関係被害額の割合は、被害の実
情に応じ特例措置が講ぜられることがある。 

激甚法16条（公 
立 社 会 教 育 施
設）、同17条（私
立学校施設） 
同19条（市町村 
施行の伝染病予
事業） 防

 
激甚法２章の措置が適用される激甚災害。ただし、当該施設に係

る被害又は当該事業量が軽微であると認められる場合は除く。 

 
激甚法22条（罹 
災者公営住宅建
設事業に対する
補助の特例）  
 

  次のいずれかに該当する災害 
（Ａ基準） 
  被災地全域滅失住宅戸数≧4,000戸 
（Ｂ基準） 
  次の１、２のいずれかに該当する災害 
(1) 被災地全域滅失住宅戸数≧2,000戸かつ、次のいずれかに該当す
  るもの 
  ア  一市町村の区域内で200戸以上 
  イ  一市町村の区域内の住宅戸数の１割以上 
(2) 被災地全域滅失住宅戸数≧1,200戸かつ、次のいずれかに該当す
   るもの 
  ア  一市町村の区域内で400戸以上 
  イ  一市町村の区域内の住宅戸数の２割以上 
 ただし、火災の場合の被災地全域の滅失戸数は、被害の実情に応 
 じた特例的措置が講ぜられることがある。 

 激甚法24条（小 
 災害債に係る元 
 利償還金の基準 
 財政需要額への 
 算入等） 

 激甚法２章又は５条の措置が適用される激甚災害。 
 

  
上記以外の措置  災害発生のつど被害の実情に応じ個別に考慮 
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４７－２  局地激甚災害指定基準                                         

  災害を市町村段階の被害の規模でとらえ、その被害の程度の大きい災害について、激甚災害

として指定するため昭和43年11月22日中央防災会議が次のように基準を定めている。 
 
 

       局地激甚災害指定基準         適 用 す べ き 措 置                     

 （公共施設災害関係） 
 (1)当該市町村負担の当該災害に係る公共 
  施設災害復旧事業等（激甚法３条１項１
  号および３号～14号の事業）の査定事業
  費の額＞当該市町村の当該年度の標準税
  収入×100分の50に該当する市町村（当 
  該査定事業費1,000万円未満は除外）が 
  １以上ある災害 
   ただし、その当該市町村ごとの査定事
  業費の額の合算額が、おおむね１億円未
  満を除く。 

 １ 激甚法３条１項各号に掲げる事業のうち、左の市町村
  が当該災害によりその費用を負担するもの及び激甚法４
  条５項に規定する地方公共団体以外の者が設置した施設
  に係るものについて激甚法２章の措置 
 ２ 左の市町村が当該災害につき発行を許可された公共土
  木施設及び公立学校施設小災害復旧事業費に係る地方債
  について激甚法24条１項、３項および４項の措置 

 （農地、農業用施設等災害関係） 
 (2)当該市町村の区域内の当該災害に係る 
  農地等災害復旧事業（激甚法５条１項規
  定の農地、農業用施設及び林道の災害復
  旧事業）に要する経費の額＞当該市町村
  の当該年度の農業所得推定額×100分の 
  10に該当する市町村（当該経費の額 
  1,000万円未満は除外）が１以上ある災害
   ただし、その当該市町村ごとの当該経
  費の額の合計額が、おおむね5,000万円 
  未満を除く。 

 １ 左の市町村の区域内で左の市町村等が施行する当該災
  害復旧事業に係る激甚法５条、６条の措置 
 ２ 左の市町村が当該災害につき発行を許可された農地、
  農業用施設及び林道の小災害復旧事業に係る地方債につ
  いて激甚法24条２項から第４項までの措置 

 （林業災害関係） 
 (3)市町村の区域内の当該災害に係る 

 

 
  林業被害見込額（樹木に係るものに限る。 

 

  以下同じ。）＞当該市町村に係る当該年  

 

  度の生産林業所得（木材生産部門）推定
  額×100分の1.5 
  かつ、当該災害に係る要復旧見込面積＞
  当該市町村の民有林面積（人工林に係る
  ものに限る。）×100分の25の市町村が 
  １以上ある災害。 
   ただし、当該林業被害見込額＞当該年
  度の全国生産林業所得（木材生産部門）
  推定額×10,000分の５の場合を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 （中小企業施設災害関係） 
 (4)市町村の区域内の当該災害に係る 
  中小企業関係被害額＞当該市町村の当該
  年度の中小企業所得推定額×100分の10 
  に該当する市町村（当該被害額1,000万 
  円未満は除外）が１以上ある災害 
   ただし、その該当市町村ごとの当該被
  害額の合算額がおおむね5,000万円未満 
  を除く。 

  左の市町村の区域内で中小企業者が必要とする当該災害
 復旧資金等に係る激甚法12条、13条および15条の措置 
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    資料４８  被害状況等報告 

                                                                             

 災害による被害報告は、「災害報告取扱要領」（平成８年４月消防災第５９号）並びに「火災・

災害即報要領」（昭和５９年１０月１５日付消防防災第２６７号の定めるところにより報告する。 

１．災害報告取扱要領に基づくもの 

  以下、災害報告の概略を記すもので、詳細は「災害報告取扱要領」に基づき報告するものとす

 る。 

 

 (１）報告すべき災害 

① 災害救助法の適用に合致するもの 

② 都道府県または市町村が災害対策本部を設置したもの 

③ 災害が当初は軽微であっても、全国的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているも

 の 

④ 災害による被害に対して、国の特別の財政援助を要するもの 

⑤ 災害の状況およびそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告する必要があると認められる

 もの 

 

 (２)報告の種類、期日等 

   報告の種類、提出期限、様式および提出部数は次の表のとおりとする。 

 

  報告の種類        提  出  期  限    様  式  提出部数   備  考 

 災害確定報告  応急対策を終了した後20日以内  第１号様式  １部  

 災害中間年報  １２月２０日  第２号様式  １部  掲載省略 

 

 災害年報    ４月３０日  第３号様式  １部     〃 

 

 

 (３)被害状況等報告基準（記入要領） 
 

    被害項目                                報告基準 

 死    者  当該災害が原因で死亡し死体を確認したものの、又は死体を確認すること
 ができないか死亡したことが確実なものとする。 

 行方不明  当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いもあるもの 

 人 
 的 
 被 
 害 

 負傷者 
   重傷者 
   軽傷者 

 災害のため負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のあるもののう 
 ち、「重傷者」とは１月以上の治療を要する見込みの者とし、「軽傷者」
 とは、１月未満で治療できる見込みの者。なお、重軽傷者の別が把握でき
 ない場合はとりあえず負傷者として報告する。 

 住    家  現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかど
 うかを問わない。 

 世    帯  生計を一つにしている実際の生活単位をいう。 

 全    壊 
   （全焼） 
   （流失） 

 住家が滅失したもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流失した
 部分の床面積がその住家の延床面積の７０％以上に達した程度のもの、又
 は主要構造部（壁、柱、はり、屋根、階段をいう。以下同じ）の被害額が
 その住家の時価の５０％以上に達した程度のもの。 

 

 住 
 家 
 の 
 被 
 害 

 半    壊  住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもの。
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 （半焼） 

 
 具体的には損壊部分がその住家の延床面積２０％以上７０％未満のもの又
 は住家の主要構造部分の被害がその住家の時価の２０％以上５０％未満の
 もの。 

 一部損壊  損壊の程度が半壊にいたらないもの。ただし、窓ガラス２～３枚割れた程
 度のものは除く。 

 床上浸水  その住家の床上以上に浸水したもの及び全壊又は半壊には該当しないが土
 砂竹木などのたい積のため一時的に居住することができないもの。 

 

 床下浸水  床上浸水にいたらない程度に浸水したもの。 

 非住家の被害  非住家（住家以外の建物）のうち全壊、半壊程度の被害を受けたもの。 
 なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非住家とする。ただ
 し、これらの施設に常時、人が住居している場合には、当該部分は住家と
 する。 
 「公共建物」とは、例えば、市庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公
 共の用に供する建物とする。 
 「その他」とは、公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

 流失 
 埋没 

 耕土が流失し、又は砂利等のたい積のため耕作が不能となったもの。  田 
 畑 
 の被 
  害  冠水  植付作物の先端が見えなくなる程度に水につかったもの。 

 文教施設  小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校、養護学校及び幼稚園におけ
 る教育の用に供する施設をいう。 

 道    路  「道路」とは、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条１項に規定す
 る道路のうち、橋梁を除いたものとする。 
  「道路決壊」とは、高速自動車道、一般国道、都道府県及び市町村道の 
 部が損壊し、車両の通行が不能となった程度の被害をいう。 

 橋    梁  「橋梁」とは、道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋と
 する。 
 ｢橋梁流失」とは、橋梁の一部又は全部が流失し、車両の運行が不能とな 
 た程度の被害をいう。 

 河    川  「河川」とは、河川法（昭和３９年法律第１６７号）が適用され、若しく
 は準用される河川若しくはその他の河川又はこれらのものの維持管理上必
 要な堤防、護岸、水利、床止その他の施設若しくは沿岸を保全するために
 防護することを必要とする河岸とする。 
 「堤防決壊」とは、河川法にいう１級河川及び２級河川の堤防、あるいは
 溜池の堤防が決壊し、復旧工事をする程度の被害をいう。 

 港    湾  「港湾」とは、港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第５項に規定
 する水域施設、外かく施設、けい留施設、又は港湾の利用及び管理上重要
 な臨港交通施設とする。 

 砂    防  「砂防」とは、砂防法（明治３０年法律第２９号）第１条に規定する砂防
 施設、同法第３条の規定によって同法が準用される砂防のための施設又は
 同法第３条の２の規定によって同法が準用される天然の河岸とする。 

 清掃施設  「清掃施設」とは、ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

 鉄道不通  「鉄道不通」とは、汽車、電車等の運行が不能になった程度の被害とす 
 る。 

 
 船舶被害 

 「船舶被害」とは、ろ、かいのみをもって運転する舟以外の船で、船体が
 没し航行不能になったもの及び流失し、所在が不明になったもの、並びに
 修理しなければ航行できない程度の被害を受けたものとする。 

 

 そ 
 の 
 他 
 被 
 害 
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電    話 

  
「電話」とは、通話不能となった加入回線数のうち最大時の回線数をい 
 う。 

 電    気  「電気」とは、停電した戸数のうち最大時の戸数をいう。 

 水    道  「水道」とは、上水道又は、簡易水道で断水している戸数のうち最大時の
 戸数をいう。 

 ガ    ス  「ガス」とは、一般ガス事業又は、簡易ガス事業で供給停止となってい 
 る戸数のうち最大時の戸数をいう。 

 ブロック塀  「ブロック塀」とは、倒壊したブロック塀又は、石塀の箇所数をいう。 

 り災世帯  「り災世帯」とは、災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常
 の生活を維持できなくなった生計を一にしている世帯をとする。 
 例えば、寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので共同生活
 を営んでいるものについては、これを一世帯として扱い、又同一家屋の親
 子、夫婦であっても、生活が別であれば分けて扱うものとする。 

 

 り 災 者  「り災者」とは、り災世帯の構成員とする。 

 火災発生  火災発生件数については、地震または火山噴火の場合のみ報告するものであ
ること。 

 公立 
 文教施設 

 「公立文教施設」とは、公立の文教施設とする。 

 
 農林水産業 
 施設 

「農林水産業施設」とは、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定
措置に関する法律（昭和２５年法律第１６９号）による補助対象となる施
設をいい、具体的には、農地、農業用施設、林業用施設、漁港用施設及び
共同利用施設とする。 

公共土木 
施  設 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）による国庫
負担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防施設、林地荒

廃防止施設、道路、港湾および漁港とする。 

その他の 
公共施設 

公共文教施設、農林水産業施設および公共土木施設以外の公共施設をいい、
例えば庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用または公共の用に供する施

設とする。 

 
災害中間年報および災害年報の公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施
設およびその他の公共施設については査定済額を記入し、未査定額（被害見
込額）はカッコ外書きするものとする。 

公共施設 
被害市町村 

公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設およびその他の公共施設の被
害を受けた市町村とする。 

農産被害 
農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作物等の
被害とする。 

林産被害 農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害とする。

畜産被害 農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害とする。

水産被害 
農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えばのり、漁具、漁船等の被害と
する。 

 

被

害

金

額 

商工被害 建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等とする。

 

その他 
備考欄には、災害発生場所、災害発生年月日、災害の種類および概況、消防
機関の活動状況その他について簡潔に記入するものとする。 
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第 1号様式 災害確定報告 
 

都 道 府 県     区    分  被   害 

流失・埋没 ha  
 
田 

冠 水 ha  

流失・埋没 ha  

 
 
 

災 害 名 
 

確定年月日 

 
 
 
 
 

  月   日   時確定  
畑 

冠 水 ha  

報 告 者 名  文 教 施 設 箇
所  

  区     分  被   害 病 院 箇
所  

死 者 人  道 路 箇
所  

行 方 不 明 者 人  橋 り ょ う 箇
所  

重   傷 人  河 川 箇
所  

人

的

被

害 
負

傷

者 軽   傷 人  港 湾 箇
所  

棟  砂 防 箇
所

 
世
帯  清 掃 施 設 箇

所  全 壊 

人  崖 く ず れ 箇
所  

棟  鉄 道 不 通 箇
所  

世
帯  被 害 船 舶 隻  半 壊 

人  水 道 戸  

棟  電 話 回
線  

世
帯  電 気 戸  一 部 破 損 

人  ガ ス 戸  

棟  ブロック塀等 箇
所  

世
帯  床 上 浸 水 

人  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ

の

他 

   

棟  り 災 世 帯 数 世
帯  

世
帯  り 災 者 数 人  

 
 
 
住 

 

 

家 

 

 

被 

 

 

害 
床 下 浸 水 

人  建 物 件  

公 共 建 物 棟  危 険 物 件  非

住

家 そ の 他 棟  

火

災

発

生 そ の 他 件  

 



 

   区    分 被   害 

公 立 文 教 施 設 千
円  

名 称  

農 林 水 産 業 施 設 千
円  設 置   月   日   時 

公 共 土 木 施 設 千
円  

 

解 散   月   日   時 

そ の 他 の 公 共 施 設 千
円  

  小    計 千
円  

公共施設被害市町村数 団
体  

農 業 被 害 千
円  

 

林 業 被 害 千
円  

設

置

市

町

村

名 

災

害

対

策

本

部 
計       団体 

畜 産 被 害 千
円  

水 産 被 害 千
円  

商 工 被 害 千
円  

 

   

適

用

市

町

村

名 

災

害

救

助

法 

計       団体 

そ

の

他 

そ の 他 千
円  消防職員出動延人数 人  

被 害 総 額 千
円  消防団員出動延人数 人  

 
備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
考 

  
災害発生場所 
 
災害発生年月日 
 
災 害 の 概 況 
 
 
消防機関の活動状況 
 
 
その他（避難の勧告・指示の状況） 

都

道

府

県

災

害 

 
対 
 
策 
 
本 
 
部 
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２．火災・災害等即報要領に基づくもの 

  以下、火災・災害等の報告について記すもので詳細は、「火災・災害即報要領」に基づき報 

告するものとする。 

 (１)即報の区分、対象及び様式 

   火災・災害等即報の区分、対象及び様式は次のとおりとする。 

  ① 火災等即報 ・・・・・・・・ 第１号様式及び第２号様式 

 火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）を対象とする。 

 特定の事故とは、石油コンビナート等特定防災区域内の事故、危険物に係る事故、原子力

災害及び可燃性ガス等の爆発、漏洩等の事故とする。 

    ② 救急・救助事故即報 ・・・・ 第３号様式 

 救急事故及び救助事故を対象とする。ただし、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故

については、省略すること。 

  ③ 災害即報 ・・・・・・・・・ 第４号様式 

 災害を対象とする。なお、災害に起因して生じた火災又は事故については、⑴火災等即報、

⑵救急・救助事故即報を省略することができる。ただし、消防庁長官から特に求められたも

のについては、この限りでない。 

 また、消防機関等への即報が殺到した場合については、本様式にかかわらず、無線電話、

ファクシミリ等最も迅速な方法により報告するものとする。 

 注：第４号様式（その２） 

 災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況を報告する場合の当初の段階で被害の

有無、火災、津波の発生の有無等を報告する場合には、本様式を用いること。 

 

 (２) 災害即報基準 

    災害即報については、次の基準に該当するものについて報告すること。 

① 災害救助法の適用基準に合致するもの 

② 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

③ 災害が２都道府県以上にまたがるもので、１の都道府県における被害は軽微であっても、

 全国的にみた場合に同一災害で大きな被害を生じているもの 

④ 災害による被害に対して国の特別の財政援助を要するもの 

⑤ 災害による被害が当初は軽微であっても、今後①～④の用件に該当する災害に発展する 

おそれがあるもの 

⑥ 地震が発生し、当該都道府県の区域内で震度４位上を記録したもの 

⑦ その他災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて報告する必要があると認めら

 れるもの 



 

第 1号様式 （火 災） 
第   報 

報告日時    年 月 日 時 分 
都道府県  
市 町 村  
報告者名  

※爆発を除く。 

計  棟 

火 災 種 別 １．建物 ２．林野 ３．車両 ４．船舶 ５．航空機 ６．その他 

出 火 場 所  

出 火 日 時 
（覚知日時） 

  月  日  時  分 
（  月  日  時  分） 

（鎮圧日時） 
鎮 火 日 時 

(  月  日  時  分) 
 月  日  時  分 

火元の業態・

用 途 
 事 業 所 名 

（代表者氏名） 
 

出 火 箇 所  出 火 原 因  

死 傷 者 

死者（性別・年齢）     人 
 
負傷者 重 症       人

中等症       人 
 軽 症        人 

 

死者の生じた 

理    由 

 

焼 損 程 度 
 

焼損 
棟数 

 
全 焼  棟 
半 焼  棟 
部分焼  棟 
ぼ や  棟 

 
 

焼 損 面 積 
 
 

建物焼損床面積     ㎡ 
建物焼損表面積     ㎡ 
林野焼損面積     a 

り 災 世 帯 数  気 象 状 況  

消防活動状況 

消防本部（署）     台        人 

消 防 団         台        人  

そ の 他                 人 

救 急 ・ 救 助 

活 動 状 況  

災害対策本部 
等の設置状況 

 
 

 
その他参考事項 
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第２号様式 （特定の事故） 
  第   報 
 １．石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

 ２．危険物に係る事故 

  ３．原子力災害    
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   ４．その他特定の事故     

報告日時   年 月 日 時 分 
都道府県  
市 町 村  
報告者名  

事 故 種 別 １．火災  ２．爆発  ３．漏えい  ４．その他（   ） 

発 生 場 所  

事 業 所 名  特別防災区域 
 

レイアウト第１種、第１種、 
第２種、その他 

発 見 日 時   月  日  時  分 
発 生 日 時 
（覚知日時） 

   月  日  時  分 
(    月  日  時  分) 鎮 火 日 時 

（処理完了）   月  日  時  分 

消防覚知方法  気 象 状 況  

物 質 の 区 分 1.危険物 2.指定可燃物 3.高圧ガス 4.可燃性ガス 
5.毒劇物  6.ＲＩ等 7.その他（     ） 物 質 名 

 

施 設 の 区 分 1．危険物施設 2．高危混在施設 3．高圧ガス施設 4．その他（     ） 

施 設 の 概 要  危 険 物 
施 設 の 区 分 

 

事 故 の 概 要  

死 傷 者 

 
死者（性別・年齢）         人 

負傷者等      人（   人） 

   重 症    人（   人）

 中等症    人（    人） 

   軽 症    人（   人） 

出 場 機 関 出 場 人 員 出場資機材 
自衛防災組織     人  

共同防災組織 人  
事

業

所 そ  の  他 人  

消防本部（署）      台 
     人 

 

消 防 団      台 
     人 

 

海 上 保 安 庁 人  

自 衛 隊 人  

消 防 防 災 

活 動 状 況 

及 び 

救 急 ・ 救 助 

活 動 状 況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
警戒区域の設定 月 日 時 分 

使用停止命令 月 日 時 分 
そ の 他 人  

災害対策本部

等の設置状況 
 

 
その他参考事項 

事故名 



 

第 3号様式 
（救急・救助事故） 

第   報 
報告日時    年 月 日 時 分 
都道府県  
市 町 村  
報告者名  

 
発 生 場 所  

発 生 日 時 
（覚知日時） 

  
覚知方法 

 

事 故 の 概 要 

 

死者（性別・年齢） 

 
 
 
 計    人 

 
死 傷 者 等 

 
 

不明              人 

負傷者等      人（  人） 
 
   重 症    人（  人） 

   中等症    人（  人） 

 軽 症    人（  人） 

救助活動の要否 

 

要救護者数(見込)  救助人員  

救 急 ・ 救 助 

活 動 の 状 況 

 

災害対策本部 
等の設置状況 

 

 
その他参考事項 

（注）負傷者等欄の（  ）書きは、救急隊による搬送人員を内書きで記入すること。 
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第 4号様式（その１） 
   （被害状況即報） 
 

都 道 府 県     区    分  被   害 

流失・埋没 ha   
田 

冠 水 ha  

流失・埋没 ha  

 
 

災 害 名 
 

報 告 番 号 
 
 
 

災害名 
 

 
第      報 
 

   
（  月  日  時現在） 

 
畑 

冠 水 ha  

報 告 者 名  文 教 施 設 箇
所  

  区     分  被   害 病 院 箇
所  

死 者 人  道 路 箇
所  

行 方 不 明 者 人  橋 り ょ う 箇
所  

重   傷 人  河 川 箇
所  

人

的

被

害 
負

傷

者 軽   傷 人  港 湾 箇
所  

棟  砂 防 箇
所

 
世
帯  清 掃 施 設 箇

所  全 壊 

人  崖 く ず れ 箇
所  

棟  鉄 道 不 通 箇
所  

世
帯  被 害 船 舶 隻  半 壊 

人  水 道 戸  

棟  電 話 回
線  

世
帯  電 気 戸  一 部 破 損 

人  ガ ス 戸  

棟  ブロック塀等 箇
所  

世
帯  床 上 浸 水 

人  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ

の

他 

   

棟  り 災 世 帯 数 世
帯  

世
帯  り 災 者 数 人  

 
 
 

住 

 

 

家 

 

 

被 

 

 

害 
床 下 浸 水 

人  建 物 件  

公 共 建 物 棟  危 険 物 件  非

住

家 そ の 他 棟  

火

災

発

生 そ の 他 件  
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   区    分  被  害 

公 立 文 教 施 設 千
円  

都

道

府

県 

 

農 林 水 産 業 施 設 千
円  

公 共 土 木 施 設 千
円  

 

そ の 他 の 公 共 施 設 千
円  

  小    計 千
円  

公共施設被害市町村数 団
体  

農 業 被 害 千
円  

林 業 被 害 千
円  

等 

の 

設 

置 

状 

況 

災 

害 

対 

策 

本 

部 

市 
 
 
 
 

町 
 
 
 
 

村 
 

畜 産 被 害 千
円  

水 産 被 害 千
円  

商 工 被 害 千
円  

 

   

適

用

市

町

村

名 

災

害

救

助

法 

   計       団体 

そ

の

他 

そ の 他 千
円  消防職員出動延人数 人  

被 害 総 額 千
円  消防団員出動延人数 人  

 
 
 
 
 
備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
考 

  
災害発生場所 
 
災害発生年月日 
 
災害の種類概況 
 
応急対策の状況 
 
・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

・避難の勧告・指示の状況 

・避難所の設置状況 

・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

・自衛隊の派遣要請、出動状況 

※被害額は省略することができるものとする。



 

第４号様式 （その２） 
報告日時   年  月  日  時  分 

都道府県  

報告者名  

電話番号  

 
   [災害概況即報] 
 
 
 
 
災害名          （第    報）

別紙２〔略〕 

発生場所  発生日時    月  日  時  分 

 
 
 
 

災

害

の

概

況 

 

死 者   人 不明  人 全壊   棟 一部破損  棟 
傷 者 死 

負 傷 者   人 計   人 
住 家 

半壊   棟 床上浸水  棟 

 
 
 
 

被

害

の

状

況 

 

災害対策本部等の 
設 置 状 況 

（都道府県） （市町村） 

応

急

対

策

の

状

況 
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        資料４９ 災害復旧に伴う国の財政援助等 

                                                                            

  災害が発生した場合、速やかに災害復旧に必要な資金需要額を把握し、その財源確保に努めるも

のとする。 

  法律又は予算の範囲内において国が全部又は一部を負担し、又は補助して行われる災害復旧事業

並びに激甚災害に対処するため特別の財政援助等に関する法律（昭和37年法律第150号）に基づき援

助される事業はおおむね次のとおりである。 
 

              国 の 財 政 援 助 等  
         事  業 

      通 常 災 害        激 甚 災 害 

 公共土木施設災害復旧事業 
 （河川、道路、下水道等） 

 公共土木施設災害復旧事業
 費国庫負担法 

 激甚災害に対処するための特
 別の財政援助等に関する法律
 (以下｢激甚法｣という。) 
 第３条１項 

 公共土木施設災害関連事業  河川法、道路法等  同上 

 都市災害復旧事業 
 （街路、公園等 

 予算補助  － 

 公立学校施設災害復旧事業  公立学校施設災害復旧費国
 庫負担法 

 激甚法第３条１項 

 公営住宅災害復旧事業  公営住宅法  同上 

 社会福祉施設災害復旧事業 
   生活保護施設 
   児童福祉施設 
   養護老人ホーム・特別 
   養護老人ホーム 
   身体障害者更正援護施設 
   精神薄弱者援護施設 
   婦人保護施設 

 
 生活保護法 
 児童福祉法 
 老人福祉法 
 
 身体障害者福祉法 
 精神薄弱者福祉法 
 売春防止法 

 同上 

 伝染病予防施設災害復旧事 
 業及び伝染病予防事業 

 伝染病予防法  同上 

 堆積土砂排除事業 
   公共的施設区域内 
   公共的施設区域外 

 予算補助  同上 

 湛水排除事業  －  同上 

 農地等災害復旧事業 
   農地、農業用施設、林道 
  の災害復旧事業及び農業 
  用施設、林道の災害関連 
  事業 

 農林水産業施設災害復旧事
 業費国庫補助の暫定措置に
 関する法律 

 激甚法第５条 

 農林水産業共同利用施設災 
 害復旧事業 

 同上  同  第６条 

 天災による被害農林漁業者 
 等に対する資金融通 

 天災による被害農林漁業者
 等に対する資金の融通に関
 する暫定措置法 

 同  第８条 
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              国 の 財 政 援 助 等  
         事  業 

      通 常 災 害        激 甚 災 害 

 中小企業信用保険法による 
 災害関係保証の特例 

 中小企業信用保険法  激甚法第12条 

 中小企業近代化資金等助成 
 法による貸付金の償還期間 
 等の特例 

 中小企業近代化資金等助成
 法 

 同  第13条 

 事業共同組合等施設災害復 
 旧事業 

      －  同  第14条 

 中小企業者に対する資金の 
 融通（商工組合中央金庫融 
 資） 

      －  同  第15条 

 公立社会教育施設災害復旧 
 事業 

      －  同  第16条 

 私立学校施設災害復旧事業       －  同  第17条 

 母子及び寡婦福祉法による 
 国の貸付の特例 

 母子及び寡婦福祉法  同  第20条 

 水防資材費の補助       －  同  第21条 

 罹災者公営住宅建設事業  公営住宅法  同  第22条 

 産業労働者住宅建設資金融 
 通の特例 

      －  同  第23条 

 公共土木施設、公立学校施 
 設、農地及び農業用施設等 
 小災害復旧事業 

      －  同  第24条 

 雇用保険法による求職者給 
 付の支給に関する特例 

 雇用保険法及び労働保険の
 保険料の徴収等に関する法
 律 

 同  第25条 

 上水道災害復旧事業  予算補助  予算補助 

 廃棄物処理施設等災害復旧 
 事業 
   し尿処理施設、ごみ処理 
  施設等 

 同上  同上 

 公的医療機関災害復旧事業  同上  同上 
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    資料５０  防災関連整備実績 

                                                                        
○ 実績 

内容 施工年度 施  設  場  所 備    考 

 昭和55年  清高小学校  容量   40ｍ３ 

   〃  取石小学校         40ｍ３ 

     56  高石中学校        100ｍ３ 

     〃  東羽衣公民館         40ｍ３ 

     61  鴨公園        100ｍ３ 

     62  高南中学校        100ｍ３ 

     63  花田公園        100ｍ３ 

     〃  取石中学校        100ｍ３ 

     〃  羽衣保育所         40ｍ３ 

     〃  羽衣駅東花時計下         40ｍ３ 

 平成６  市立図書館駐車場内         40ｍ３ 

     ７  加茂２丁目25（加茂中央公園北向い）         40ｍ３ 

     〃  取石公園         40ｍ３ 

     ８  西取石５丁目14         40ｍ３ 

 
 
 
 
  耐 
 
  震 
 
  性 
 
  貯 
 
  水 
 
  槽 

  １１  東コミュニティセンター      40ｍ３ 

 昭和54年  高師浜運動施設、高石市民会館植樹  

   55  高師浜運動施設植樹  

   56     〃  

   62  鴨公園植樹  

 平成元  市民会館  

     ２  取石公園  

     ５  新公園  

   ６  鴨公園周辺  

  １２  芦田川ふるさと広場  

 
 
 
 
  防 
 
  災 
 
  緑 
 
  地 

  １３ 芦田川ふるさと広場  

 平成３  ジョギング広場横中央通り・高砂１号線  

     ４  高砂１号線（植栽工事）  

     ７    〃    （道路改良工事）  

     ８    〃    （    〃    ）  

   ９  〃    （    〃    ）  

   １０     〃    （    〃    ）  

  １１  市道大園筋・高砂２・３号線  

  １２  高砂２号線（歩道補修工事）  

  １３  西取石701,703,705～708号線（舗装補修工事） 

 
  防 
 
  災 
 
  道 
 
  路 
 

  １４  高砂２～６、８、９号線（舗装補修工事）  
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